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株式会社LIFULL ブロックチェーン推進グループ
株式会社LIFULL Social Funding 取締役

1999年株式会社ネクスト（現 株式会社LIFULL）⼊社。イン

ターネット黎明期よりLIFULL HOMEʼSを通して、不動産情
報のデジタル化とオープン化に従事。 新規事業をスピンオフ

させたグループ会社LIFULL FinTechの代表取締役を経て、現

在はLIFULLにて「ブロックチェーン×不動産」をテーマに分

散台帳技術による情報共有コンソーシアムの⽴ち上げや、不
動産のトークン化に関するプロジェクトを推進中。
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不動産セキュリティトークン
発⾏に向けた検証と課題



⽇本の不動産市場における証券化概況

引⽤元：不動産投資市場の現状について -国⼟交通省 www.mlit.go.jp/common/001242304.pdf

http://www.mlit.go.jp/common/001242304.pdf


証券化スキームとファンド規模

・⼤半の不動産のは既存の証券化スキームではコストが⾒合わない
・スマートコントラクトを⽤いた証券化スキームが証券化コストを

⼤幅に削減することであらゆる不動産のデジタルアセット化を可能に？

REIT

私募ファンド

クラウドファンディング

この領域で使える
不動産の証券化スキームがない

3億円〜

300億円〜

30億円〜

ファンド規模



不動産業界の課題︓少⼦⾼齢化と空き家問題

引⽤元：<2017年度版>2030年の住宅市場 – NRI
www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/report/cc/mediaforum/2017/forum254.pdf

http://www.mlit.go.jp/common/001242304.pdf
https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/report/cc/mediaforum/2017/forum254.pdf


地⽅創⽣型不動産セキュリティートークンの活⽤イメージ



実証実験における検証ポイント



DEMO



実証結果と今後について

１．スマートコントラクトによる⾃動執⾏
・銀⾏APIとの組み合わせなどで多くの属⼈業務を減らすことが可能
・これによる業務・体制整備の簡素化がどこまで認められるのかは折衝が必要

２．パブリックブロックチェーンによるファンド運⽤の透明化
・資⾦フローがDecentralizedな台帳に記録されることでの信⽤コスト削減は⾒込める
・監査コスト削減も⾒込まれるが、どこまで認められるのか折衝が必要

今後の課題

■ファンド組成コスト（鑑定費⽤等）
■マーケティング



⽇本ブロックチェーン協会に関してのお問い合わせはこちらまで
info@jba-web.jp

本資料に関してのお問い合わせはこちらまで
matsuzakatsunahiro@lifull.com @matsuzaka2716


